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Ⅰ．本資料の目的 

1. 本資料は、第 68 回サステナビリティ基準委員会（2026 年 5 月 12 日開催）における、審

議事項(1)の「地球温暖化対策の推進に関する法律」（平成 10 年法律第 117 号）（以下

「温対法」という。）における「温室効果ガス排出量の算定・報告・公表制度」（以下「SHK

制度」という。）の定める方法により測定し報告する温室効果ガス排出を用いて「気候基

準」の定めに従う場合の開示について、聞かれた意見をまとめたものである。 

Ⅱ．聞かれた意見 

審議事項(1)-2 公開草案コメント対応表 

2. SSBJ 基準は、IFRS サステナビリティ開示基準（以下「ISSB 基準」という。）を適用した

場合と機能的に整合した結果をもたらすよう設計された基準であることが確認されてい

る。サステナビリティ開示実務対応基準は、法域特有の制度に対応する追加の定めであ

るものの、コメント対応表案において、「SSBJ 基準と ISSB 基準の比較」（従来の「差異の

一覧」）の対象として想定していない旨の記載がある。可能であれば、サステナビリティ

開示実務対応基準を「SSBJ 基準と ISSB 基準の比較」の枠内として位置付け、全体として

機能的整合性が保たれていることを確認することも意義があると考えられる。 

審議事項(1)-3 「気候基準」第 49 項ただし書きの取扱いを選択し、温対法における

SHK制度の定める方法により測定し報告する温室効果ガス排出を用いる場合の取扱い

等 

（「気候基準」第 49 項ただし書きの取扱いを選択し、温対法における SHK 制度の定める方法

により測定し報告する温室効果ガス排出を用いる場合の取扱いに対する意見） 

3. 事務局の提案に賛同する。GHG プロトコルが改訂作業中であることや、国内においても、

複数存在する温室効果ガス排出の測定や報告に関する制度の統一化が期待されている中、

本公開草案において温対法における SHK 制度の定める方法を用いる場合について詳細な

定めを設けることは、近い将来における基準変更の必要性やそれに伴う混乱が生じる可

能性があると考えられる。コストと便益をどう判断するかは難しいところであるが、基
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準においては一定の裁量をもたせ、重要性の判断や必要に応じて注記することで足りる

と考えられる。 

4. 企業の便宜を考慮し、我が国の温室効果ガス排出の測定実務において広く浸透している

既存の報告制度を最大限活用できるようにするという観点や比較可能性を確保するとい

う観点から、温対法における SHK 制度の定める方法により測定し報告する温室効果ガス

排出を用いる場合に追加の調整は不要であるという事務局の提案に賛同する。 

5. 「GHG プロトコル（2004 年）」との差異を調整することで比較可能性が高まるものの、公

開草案を検討する段階から、企業の実務負担を考慮して法域の制度を用いることができ

るとしており、「GHG プロトコル（2004 年）」との差異が生じることはもともと認識され

ていたと考えられる。このため、温対法における SHK 制度の定める方法により測定し報

告する温室効果ガス排出を用いる場合に追加の調整は不要であることを明確にすること

に賛同する。ただし、当該差異に重要性がある場合は、当該差異について任意で開示する

ことにより理解可能性が高まると考えられる。 

（温室効果ガス排出の測定方法が、「GHG プロトコル（2004 年）」と温対法における SHK 制度

の定める方法との間で異なることにより生じる差異（二重計上又は未計上）の取扱いに対す

る意見） 

6. 二重計上又は未計上の取扱いについて、特段の定めは置かないという事務局の提案に賛

同する。開示制度は、コストと便益及び重要性の判断の考え方がベースとなっていると

理解している。温対法における SHK 制度の定める方法より測定し報告する温室効果ガス

排出を用いることによる開示作業の負担軽減を選択するか、「GHG プロトコル（2004 年）」

による測定を選択するかどうかの判断は、企業に委ねられるところであると考えられる。 

7. 二重計上の部分について、企業によっては追加的な説明や数値を開示したいというニー

ズもあると考えられるが、誤解のない範囲で開示されるのであれば特に妨げられるもの

ではないと考えられる。 

8. 事務局の提案に賛同する。寄せられたコメントにあった、グループ内の販売した電力に

伴う温室効果ガス排出を販売者側と購入者側のどちらで計上するかについては、重要性

がない場合、特段の定めを置かないことも問題ないと考えられる。ただし、例えば化石燃

料由来の発電では、排出量の規模が大きくなる場合も想定され、この場合、二重計上を認

めてもよいのか、利用者がどのように見るのか、という懸念がある点をコメントしてお

く。 
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審議事項(1)-4 サステナビリティ開示実務対応基準第 1 号の文案 

9. 特段の意見は聞かれなかった。 

 

以 上 


